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 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．当社は、第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第82期第３四半期連結累計

期間及び第82期連結会計年度に代えて、第82期第３四半期累計期間及び第82期事業年度について記載してお

ります。 

３．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第82期

第３四半期 
累計期間 

第83期
第３四半期連結

累計期間 
第82期

会計期間 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（千円）  14,605,623  17,261,902  20,840,977

経常利益（千円）  975,306  1,938,941  1,461,896

四半期（当期）純利益（千円）  555,140  1,166,746  667,855

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 －  △16,192  －

純資産額（千円）  41,802,936  41,444,435  42,060,218

総資産額（千円）  48,169,657  49,424,536  49,830,951

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 17.09  35.92  20.56

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  86.8  83.9  84.4

回次 
第82期

第３四半期 
会計期間 

第83期
第３四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成22年
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成23年
10月１日 

至平成23年 
12月31日 

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円） 

 5.89  △0.85

２【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 ＡＲＳＯＰＩ ＴＨＥＲＭＡＬと締結しております技術援助契約の契約期間が、当第３四半期連結会計期間の平成

23年12月９日までとなっておりましたが、平成33年12月31日まで契約期間を延長しております。なお契約内容につい

て重要な変更はありません。 

 上記以外に、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間（平成23年４月1日～平成23年12月31日）におけるわが国経済は、東日本大震災の

影響から一部回復の兆しがみられたものの、欧州の財政不安等による世界的な景気停滞や円高進行等により先行

きの不透明感が続いております。 

 このような経済環境の中、当社グループは中期経営計画「Ｒ－１１」に基づき、長期的視野に立った海外戦略

を立案・遂行し、「アジアに定着するＨＩＳＡＫＡ」の実現に向け、海外での生産品目の拡大やマレーシア現地

法人での新工場建設を決定するなどのグローバル化を推進しております。 

 また、国内においても震災復旧関連やメンテナンス事業に注力し、国内需要の対応を強化いたしました。 

 売上につきましては、各セグメントとも計画の範囲内で推移しております。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高17,457百万円、売上高17,261百万円、営業利益

1,664百万円、経常利益1,938百万円となり、計画の範囲内で推移いたしました。 

 四半期純利益は固定資産売却益1,607百万円を特別利益に計上しましたが、有価証券評価損1,185百万円等を特

別損失に計上したことにより1,166百万円となりました。 

 セグメント業績は、次のとおりであります。 

＜セグメント業績＞ 

『熱交換器事業』 

 熱交換器事業の受注状況は、電力向けや舶用・化学・機械金属・空調などあらゆる産業に使用される基盤機

種が伸長したものの、海外の大口プラント案件では円高の影響により苦戦を強いられ、厳しい状況で推移いた

しました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高8,145百万円、売上高9,434百万円、セグメント利

益1,510百万円となりました。 

『生活産業機器事業』 

 生活産業機器事業の受注状況は、食品業界に対するレトルト食品や飲料向け殺菌機などの需要が拡大したこ

とや、ナイロンやポリエステルなどの極細繊維を対象とした染色仕上機器が引き続き好調であったことから、

計画を大きく上回ることとなりました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高6,201百万円、売上高4,980百万円、セグメント利

益57百万円となりました。 

『バルブ事業』 

 バルブ事業では、受注基盤である汎用品を確保するとともに、重点５市場への拡販及び最終ユーザーへの提

案営業を強化したことにより、計画を上回ることとなりました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高2,625百万円、売上高2,408百万円、セグメント利

益141百万円となりました。 

『その他事業』 

 その他事業では、国内の液体・乳業市場に対し、歩留まり改善や省エネ提案などエンジニアリング業務の強

化や、顧客ニーズを捉えたサニタリーバルブの製造販売に注力したことにより案件数は増加し、第４四半期以

降に期待がもてる状況となりました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高485百万円、売上高438百万円、セグメント損失39

百万円となりました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 なお、当社グループは、第１四半期連結累計期間より連結決算を開始しております。このため、対前年同四半

期比較の記載は行っておりません。 

  

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社がグループ対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との関係遮断に取り組

み、反社会的勢力からの不当な要求に対しては毅然とした態度で対応することを基本方針としております。 

 反社会的勢力排除に向けた当社における取り組みとしては、警察当局、企業防衛協議会、東警察署管内企業防

衛対策協議会、防衛懇話会、防犯協会、特殊暴力防止対策連合会等との関係機関と連携し、反社会的勢力の情報

及び動向を収集する体制を構築するとともに、社内外での諸研修等を通じて、反社会的勢力への対応についての

教育、研修を実施しております。 

  

(3）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間においては受託研究活動が中心であり、「研究開発費に係る会計基準」に定める研

究開発にあたるものはありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  129,020,000

計  129,020,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  32,732,800  32,732,800

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

単元株式数 

1,000株  

計  32,732,800  32,732,800 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年10月１日～

平成23年12月31日  
 －  32,732,800  －  4,150,000  －  5,432,770

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。  

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    259,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式   32,110,000  32,110 同上 

単元未満株式 普通株式    363,800 － － 

発行済株式総数  32,732,800 － － 

総株主の議決権 －  32,110 － 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社日阪製作所 
大阪市中央区伏見町

４丁目２－14 
 259,000  －  259,000  0.79

計 －  259,000  －  259,000  0.79

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 8,054,593

受取手形及び売掛金 8,745,244

商品及び製品 1,351,993

仕掛品 1,161,105

原材料及び貯蔵品 1,365,772

繰延税金資産 765,850

その他 1,049,786

貸倒引当金 △10,000

流動資産合計 22,484,346

固定資産  

有形固定資産  

建物（純額） 8,502,976

機械及び装置（純額） 1,998,807

その他（純額） 1,468,418

有形固定資産合計 11,970,202

無形固定資産  

ソフトウエア 58,042

無形固定資産合計 58,042

投資その他の資産  

投資有価証券 12,320,684

繰延税金資産 416,026

その他 2,800,124

貸倒引当金 △624,890

投資その他の資産合計 14,911,944

固定資産合計 26,940,189

資産合計 49,424,536
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 5,517,484

未払法人税等 997,638

製品保証引当金 61,650

賞与引当金 207,522

その他 693,543

流動負債合計 7,477,838

固定負債  

退職給付引当金 426,583

その他 75,679

固定負債合計 502,263

負債合計 7,980,101

純資産の部  

株主資本  

資本金 4,150,000

資本剰余金 8,814,450

利益剰余金 27,552,206

自己株式 △251,144

株主資本合計 40,265,512

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 1,173,754

繰延ヘッジ損益 △539

その他の包括利益累計額合計 1,173,215

少数株主持分 5,707

純資産合計 41,444,435

負債純資産合計 49,424,536
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

売上高 17,261,902

売上原価 13,339,371

売上総利益 3,922,530

販売費及び一般管理費 2,258,196

営業利益 1,664,334

営業外収益  

受取利息 59,833

受取配当金 159,862

有価証券売却益 28,500

その他 31,462

営業外収益合計 279,657

営業外費用  

支払利息 2,731

手形売却損 1,992

その他 327

営業外費用合計 5,051

経常利益 1,938,941

特別利益  

固定資産売却益 1,607,422

特別利益合計 1,607,422

特別損失  

固定資産除却損 8,667

有価証券評価損 1,185,636

震災関連費用 913

特別損失合計 1,195,217

税金等調整前四半期純利益 2,351,146

法人税、住民税及び事業税 1,098,388

法人税等調整額 88,023

法人税等合計 1,186,411

少数株主損益調整前四半期純利益 1,164,734

少数株主損失（△） △2,012

四半期純利益 1,166,746
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,164,734

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △1,175,061

繰延ヘッジ損益 △5,865

その他の包括利益合計 △1,180,927

四半期包括利益 △16,192

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △14,180

少数株主に係る四半期包括利益 △2,012
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

連結の範囲の重要な変更 

 第１四半期連結会計期間より、国内子会社であるマイクロゼロ株式会社の資産、損益等の状況に重要性が増したと

判断したことにより、同社を連結の範囲に含めております。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は従来の40.70％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始す

る連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については38.01％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に

解消が見込まれる一時差異については35.64％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債

の金額を控除した金額）は101,526千円減少し、法人税等調整額は194,174千円増加しております。 

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

項目
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 

 １社 

  (2）連結子会社の名称 

 マイクロゼロ株式会社 

  (3）非連結子会社の名称等 

 日阪興産株式会社 

 HISAKAWORKS S.E.A. SDN. BHD. 

 日阪（上海）商貿有限公司 

 HISAKA WORKS (THAILAND) CO.,LTD. 

 HISAKAWORKS SINGAPORE PTE. LTD. 

 日阪（常熟）机械科技有限公司 

 アジャストライン株式会社 

 連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社７社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項  連結子会社の決算日は連結決算日と一致しておりま

す。 
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項目
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

  償却原価法 

ｂ その他有価証券 

  時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  ② デリバティブ 

 時価法 

  ③ たな卸資産 

 ａ．商品・製品・原材料 

総平均法による原価法※  

ｂ．仕掛品 

個別法による原価法※ 

ｃ．貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法※ 

※貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定しております。  

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）については定額法）

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     ３年～50年 

機械及び装置 ４年～12年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借処理に係る方

法に準じた会計処理によっております。 
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項目
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 (3）重要な引当金の計上基準  

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

② 製品保証引当金 

 販売した製品の無償サービス費用に充てるため、

特定のものについては個別に検討して必要額を計上

し、その他は売上高に過年度の実績比率を乗じて計

上しております。 

③ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込

額の当四半期連結会計期間負担額を計上しておりま

す。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当四半期連結会

計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。数理計算上の差異に

ついては、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生時の翌連結会計年度から費用処

理しております。 

  (4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の処理方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。な

お、振当処理の要件を満たしている為替予約につい

ては振当処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 為替予約 

 ヘッジ対象 売掛金、買掛金 

③ ヘッジ方針 

 為替リスク低減のため、対象債権債務の範囲内で

ヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しており

ます。 

  (5）のれんの償却方法及び償却期間 

 投資効果の発現する期間を見積もり、当該期間にお

いて均等償却を行っております。但し、金額的重要性

に乏しいものについては、発生時にその全額を償却し

ております。 

  (6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりま

す。 
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該当事項はありません。 

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．配当に関する事項 

 配当金支払額 

２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日） 

 １ 手形裏書高及び割引高 

(1）割引手形 3,097千円

(2）輸出割引手形 114,545千円

 ２ 保証債務 

 以下の関係会社の金融機関との取引に対し債務

保証を行っております。 

  日阪（上海）商貿有限公司 44,485千円

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日）

減価償却費 千円1,008,082

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日 

取締役会 
普通株式  292,273  9  平成23年３月31日  平成23年６月13日 利益剰余金 

平成23年11月４日 

取締役会 
普通株式  292,256  9  平成23年９月30日  平成23年12月８日 利益剰余金 
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当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サニタリーバルブの製造販

売及びエンジニアリング業務であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  報告セグメント
その他 
（注）  

合計

    熱交換器
生活産業
機器 

バルブ 計

売上高             

外部顧客への売上高  9,434,568  4,980,196  2,408,996  16,823,761  438,141  17,261,902

セグメント間の内部 
売上高又は振替高  358,441  1,200  66,976  426,618  28,524 455,142

計  9,793,009  4,981,396  2,475,972  17,250,379  466,665  17,717,044

セグメント利益又は
セグメント損失（△）  1,510,893  57,335  141,435  1,709,664  △39,229  1,670,435

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計  1,709,664

「その他」の区分の利益  △39,229

棚卸資産の調整額  △6,100

四半期連結損益計算書の営業利益  1,664,334
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

 平成23年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………292,256千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………９円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月８日 

 （注）平成23年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。 

  

（１株当たり情報）

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 35 92

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円）  1,166,746

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  1,166,746

普通株式の期中平均株式数（株）  32,473,484

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日阪製

作所の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日阪製作所及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年２月９日

株式会社日阪製作所 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柳 承煥   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 池田 哲雄  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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